
Ⅱ）建設廃棄物適正処理の徹底Ⅱ）建設廃棄物適正処理の徹底

43

建設系不法投棄の発生原因（1/2）
Ⅱ）1.1

投棄量 は 無許可業者による投棄量が全体 約 を占め 排出事業者自社処■投棄量では、無許可業者による投棄量が全体の約５６％を占め、排出事業者自社処
理）と併せ全体の約７０％を占めている。

■投棄件数では、排出事業者（自社処理）が全体の約４１％を占め、無許可業者と併せ
全体の約５７％を占めている

許可区分別投棄量による
建設系廃棄物不法投棄イメージ

許可区分別投棄件数による
建設系廃棄物不法投棄イメージ

全体の約５７％を占めている。

収運
収運・最終処分兼業

収運・中間処分・最終処分兼業
１０，７８４ｔ
（７ ７％）

収運
収運・最終処分兼業

収運・中間処理・最終処分兼業
２５件

（６ ２％）

最
再
資分

無許可業者
７８，２３１ｔ
（５５．８％）

（７．７％）

最
再
資分

無許可業者
６５件

（１６．５％）

（６．２％）

最
終
処
分
場

資
源
化
施
設

分
別
解
体排出事業者

（自社処理）

収運・中間処分
兼業

１５，６８６ｔ
（１１．２％）

中間・最終処分
兼業
５５９ｔ

（０．４％）

最
終
処
分
場

資
源
化
施
設

分
別
解
体排出事業者

（自社処理）

収運・中間処理
兼業
１４件

（３．３％）

中間・最終処分
兼業
１件

（０．３％）

場
設（自社処理）

１６，７８６ｔ
（１２．０％）

中間処理
６６０

場
設（自社処理）

１６２件
（４１．２％）

中間処理
件６６０ｔ

（０．５％）

※１ 平成18年度産業廃棄物不法投棄等実態調査（平成17年度実績）から作成（イメージのため、矢印の大きさは投棄
量、投棄件数に比例しない）
※２ 許可区分別件数のうち「複数」及び「不明」を除いている。
※３ 収運：収集運搬業許可業者 中間処理：中間処理業許可業者 最終処分：最終処分業許可業者

５件
（１．３％）
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木造建設解体廃棄物の

建設系不法投棄の発生原因（2/2）
Ⅱ）1.1

木造建設解体廃棄物の
不法投棄等の発生パターン 解　体　現　場（木造家屋等）

不法投
棄

棄て逃げ
(ゲリラ化)

4t車

現場Ａ

０．３万ｔ
不法投棄等の
約２％

積替・保管場所
(自社施設）

自社用地など

不適正

積替・保管場所
(許可施設）

９．５万ｔ
棄等粗選別

有価物
有価物と称す

るもの
無価物

積替
不適正
保管

現場Ｂ

不法投棄等の
約６７％

現場A：解体現場から4ｔトラックで公道や農地に棄て逃げる。

現場B：解体現場から自社用地等に搬入し 自社物と称して不

売却 不適正
保管

積替

不法投

現場Ｃ

現場Ｄ

３ ０万ｔ 現場B：解体現場から自社用地等に搬入し、自社物と称して不

適正に大量保管している。

現場C：積替・保管施設や中間処理施設の用地内に不適正に大

量保管している。

現場D：積替・保管施設等で積替した後、10ｔトラックで他人

の所有地などに不法投棄する

中間処理施設
(自社施設）

焼却 破砕

棄
10t車

不適正

現場Ｃ

長距離運搬

中間処理施設
(許可施設）

３．０万ｔ
不法投棄等の
約２１％

０．３万ｔ
の所有地などに不法投棄する。

現場E：中間処理後の木くずチップを、燃料原料、敷き料、マ

ルチング材等としての利用を目的とした有価物と称し

て、不適正保管する。

（小 巡回回収シ テム構築に関する調査報告書（平成 年 月）から）

有価物
有価物と称す

るもの
無価物

不適正 10t車

灰

保管 不法投棄等の
約２％

１．２万ｔ
（小口巡回回収システム構築に関する調査報告書（平成１７年３月）から）

最終処分場

売却
不適正
保管

10t車

現場Ｅ
長距離運搬

１．２万ｔ
不法投棄等の
約８％
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不法投棄対策の体系
Ⅱ ）1.2

未然防止未然防止 許可・取り消しの厳格化、優良性評価制度、
車両ステッカー、行政処分の徹底

処理業者の優良化

産業廃棄物管理票制度（電マニ）
最終処分が適切に終了するまでの措置

車両ステッカ 、行政処分の徹底

不法投棄 ５年以下の懲役又は

排出事業者責任の強化

施設許可制度、廃棄物処理センター制度

不法投棄：５年以下の懲役又は
１０００万円以下の罰金（法人１億円）

不法投棄の罰則の強化

適正な施設の確保

立入検査・報告徴収、パトロール事業、
不法投棄ホットライン、地方環境事務所の設置

監視の強化

原状回復原状回復

代執行・費用請求 いとまがない場合、措置命令に従わない場合、原因者
等不明の場合に代執行（行政代執行法の特例）

投棄者、原因者、注意義務違反の排出事業者措置命令

適正処理推進センターの支援

等不明の場合に代執行（行政代執行法の特例）

３／４補助率

※ 当面の目標 「平成21年までに大規模事案（5000トン以上）をゼロにする」※ 当面の目標 「平成21年までに大規模事案（5000トン以上）をゼロにする」
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行政庁におけるパトロール及び助言・勧告等の実施状況
Ⅱ）2.1.1

■行政庁によるパトロール延べ人数は年間120,000～160,000人・時間 前後で推移し、
減少傾向にある。

■助言 勧告等の実施状況■パト 延べ時間の推移

200,000

■助言・勧告等の実施状況
①分別解体等に係るもの（建設部局）

■パトロール延べ時間の推移（建設部局のみ）

H14年度
(H14.6～)

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 合計

135,364

164,850
156,521

130,754

150,000
パ
ト
ロ

助言（第14条） 163 157 148 227 227 922

勧告（第14条） 18 5 4 26 7 60

命令（第15条） 6 1 1 4 0 12130,754

119,961

100,000

ロ
ー
ル
延
べ
人
数 ②再資源化等に係るもの（環境部局）

命令（第 5条） 6 4 0 2

報告徴収
（第42条第1項）

139 491 555 576 472 2,233

立入検査
（第43条第1項）

1,615 3,096 3,240 2,509 2,020 12,480

50,000

数

（
人
・
時
間

②再資源化等に係るもの（環境部局）
H14年度

（H14.6～）
H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 合 計

助言（第19条） 186 200 376 253 170 1,185

勧告（第 条）

0

） 勧告（第19条） 4 9 5 0 1 19

命令（第20条） 0 0 0 0 0 0

報告徴収
（第42条第2項）

612 1,733 1,592 1,937 2,200 8,074

0

H14年度※ H15年度 H16年度 H17年度 H18年度

※H14年度は、平成14年6月～平成15年3月の期間
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立入検査
（第43条第1項）

2,612 5,134 5,404 7,060 11,105 31,315

発注者からの申告
（第18条第2項）

0 0 0 0 0 0

助言・勧告等の内容について
■助言については「不適正な分別解体等の施工」が４割を占めている

Ⅱ）2.1.2

■助言については「不適正な分別解体等の施工」が４割を占めている。
■命令については「届出書の無届」が大半を占めている。

助言 勧告H18.4.1～H19.3.31実施分 H14.5.30～H19.3.31実施分

36.4% 17.5%

7 9%

23.8%不適正な分別解体等の施工

その他
不適正な分別解体等の施工

その他

不明

9.4%

43.9%

6.7%
17.5%

4.8% 6.3%

7.9%

1.6%

20.6%
届出事項説
明・契約内容
の不備

不適正な
再資源化
等処理

発注者 報告 不備

届出事項説明・
契約内容の不備

届出書の無届け

届出・通知
内容の虚
偽・不備

不適正な再資源化等処理
発注者への
報告の不備

0.3%

2.4%
0.8%

命令 申告H14.5.30～H19.3.31実施分 H14.5.30～H19.3.31実施分

の不備

届出書の無届け

届出・通知内容の虚偽・不備

等処理
発注者への報告の不備

命令

実績なし

10.0%

10.0%

不適正な分別
解体等の施工

届出書の無届け届出・通知内容
の虚偽・不備

不明

（参考）H19年度：１件（発注者への報告の不備（１８条））

届出書の無届け（10条）／無通知（11条） 不適正な再資源化等処理（16条）

20.0% 60.0%

届出書の無届け（10条）／無通知（11条）
届出・通知内容の虚偽・不備（9・10条）
不適正な分別解体等の施工（9条）
届出事項説明・契約内容の不備（ 12・13条）

不適正な再資源化等処理（16条）
発注者への報告の不備（18条）
その他
不明
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全国一斉パトロールの実施状況（1/2）
Ⅱ）2.1.3

■毎年春・秋の2回に通常のパトロール体制を強化した「全国一斉パトロール」を実施。
■延べ人数（人・時間）は、やや減少傾向にあるが、現場数は届出件数の半数以上にのぼる。
■発覚した無届工事数及び割合は、概ね減少傾向にある。

■延べ時間の推移（全国一斉パトロール） ■パトロール現場数の推移（全国一斉パトロール）

2 2 ,1 1 1

1 9 ,0 2 8 1 9 ,3 9 0
1 9 ,9 2 6

1 8 ,8 6 7

2 0 1 9 5
1 8 ,1 1 1

2 0 ,0 0 0

2 5 ,0 0 0

建 設 部 局 環 境 部 局 合 計

1 4 , 6 5 6
1 5 0 0 0

2 0 , 0 0 0

8 0 %

1 0 0 %
建 設 部 局

環 境 部 局

パ ト ロ ー ル 現 場 数 合 計

届 出 件 数 に 対 す る 確 認 を 行 っ た 現 場 数 の 割 合

1 6 ,9 7 8

1 4 ,9 2 4 1 4 ,6 3 3

1 2 ,0 2 0

1 3 ,2 5 91 3 ,3 2 3
1 4 ,3 6 7

1 4 ,9 8 6

2 0 ,1 9 5
,

1 7 ,1 3 5

1 0 ,0 0 0

1 5 ,0 0 0

パ
ト
ロ
ー

ル

（
人
・

時
間

9 ,6 5 8 9 , 6 5 8 9 , 4 2 0
9 , 9 9 4

1 3 , 4 2 5 1 3 , 2 9 2 1 3 , 4 4 9 1 3 , 2 6 8
1 3 , 7 4 5

1 2 , 2 7 9

8 , 5 2 6

9 , 5 5 3 9 , 9 1 5

1 1 , 0 3 2
4 9 % 5 0 %

5 6 %5 9 %5 9 %
6 9 %

6 5 %

6 8 %

1 0 ,0 0 0

1 5 , 0 0 0
パ
ト
ロ
ー

ル
を
行

っ
た
現

4 0 %

6 0 %

対
象
工
事
届
出
に
対
す
る
割

5 ,1 3 3 5 ,2 0 9

4 ,1 0 4
4 ,7 5 7

5 ,5 5 9 5 ,5 4 4
4 ,8 5 2 5 ,1 1 5

0

5 ,0 0 0

H 1 5 .1 0 H 1 6 .5 H 1 6 .1 0 H 1 7 .5 H 1 7 .1 0 H 1 8 .5 H 1 8 .1 0 H 1 9 .5

）

3 , 6 2 4 3 , 6 4 0 3 , 5 1 0 3 , 6 3 4 3 , 7 9 1 3 , 8 4 8 3 , 7 5 1 3 , 7 5 3

0

5 , 0 0 0

H 1 5 . 1 0 H 1 6 . 5 H 1 6 . 1 0 H 1 7 . 5 H 1 7 .1 0 H 1 8 .5 H 1 8 . 1 0 H 1 9 . 5

場
数

0 %

2 0 %

割
合

■全国一斉パトロールで発覚した無届工事数 ■無届工事数の割合（全国一斉パトロール）

1 .9 %2 .0 %

2 .5 %

パ

建 築 物 の 解 体 工 事 建 築 物 の 新 築 ・ 増 築 工 事

建 築 物 の 修 繕 ・ 模 様 替 等 工 事 土 木 工 事 等

無 届 出 工 事 合 計

2 8 2

2 5 0

3 0 0

パ

建 築 物 の 解 体 工 事

建 築 物 の 新 築 ・ 増 築 工 事

建 築 物 の 修 繕 ・ 模 様 替 等 工 事

土 木 工 事 等

0 .7 %

0 .9 %
0 .8 %

1 .5 %

1 .3 % 1 .3 %

0 .9 %

0 7 %
0 .7 %

1 .4 %

1 .0 %

1 .5 %

パ
ト
ロ
ー

ル
現
場
数
に
対
す
る

1 0 9

1 3 6

1 1 3

2 0 7

1 7 7 1 7 9

1 2 4

9 6 9 2

1 8 7

1 5 0

2 0 0

ト
ロ
ー

ル
を
行

っ
た
現
場
で
無
届

木 事 等

無 届 出 工 事 合 計

0 .4 %

0 .7 %
0 .6 % 0 .6 %

0 .5 %

0 .3 %0 .3 %

0 .1 %

0 .7 %

0 .2 %

0 .5 %

0 .4 %0 .3 %
0 .4 %

0 .6 %

0 .3 %

0 .0 1 % 0 .0 1 %0 .0 2 %
0 .1 % 0 .0 2 %

0 .2 %
0 .1 %0 .3 %

0 .3 %0 .3 %

0 .0 %

0 .5 %

H 1 5 .1 0 H 1 6 .5 H 1 6 .1 0 H 1 7 .5 H 1 7 .1 0 H 1 8 .5 H 1 8 .1 0 H 1 9 .5

る
割
合

4 9

8 9
7 6 7 4

6 3

3 8 3 83 7

1 3

9 6 9 2

5 1

2 6

6 0

8 2 6 2

4 4

00110730
3

3 8 3 9
4 4

1 6 3 2

0

5 0

1 0 0

H 1 5 .1 0 H 1 6 .5 H 1 6 .1 0 H 1 7 .5 H 1 7 .1 0 H 1 8 .5 H 1 8 .1 0 H 1 9 .5

届
出
工
事
数
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全国一斉パトロールの実施状況（2/2）
Ⅱ）2.1.3

■全国一斉パトロール期間中の立入検査は、近年2,000件前後で推移している。

■全国一斉パトロール期間中に勧告・命令が実施された事例は少数である。

（件数）

■全国一斉パトロールにおける建設リサイクル法に基づく助言・勧告等の件数

①分別解体等に係るもの（建設部局） （件数）

H15.10 H16.5 H16.10 H17.5 H17.10 H18.5 H18.10 H19.5

助言(第14条)※１ 8 14 15 39 47 59 43 41

上記のうち、無届出（通知）工事 - 0 0 0 0 3 0 1

勧告(第14条)※１ 0 1 2 0 1 3 4 0

上記のうち、無届出（通知）工事 - 0 1 0 0 1 0 0

命令(第15条) 0 0 0 0 0 0 0 0

報告徴収(第42条第1項)※２ 42 36 29 47 42 21 20 22

上記のうち、無届出（通知）工事 - 24 22 30 23 11 10 13

立入検査(第43条第1項) 530 322 299 461 365 448 355 407

（件数）

H15.10 H16.5 H16.10 H17.5 H17.10 H18.5 H18.10 H19.5

助言(第19条)※１ 16 19 27 37 43 26 17 37

立入検査(第43条第1項) 530 322 299 461 365 448 355 407

②再資源化等に係るもの（環境部局）

勧告(第19条)※１ 0 0 0 1 0 0 0 0

上記のうち、無届出（通知）工事 - - 0 - - - - -

命令(第20条) 0 0 0 0 0 0 0 0

報告徴収(第42条第2項)※２ 13 47 8 4 10 2 0 0

うち 無 出（通知） 事上記のうち、無届出（通知）工事 - - - 2 1 2 - -

立入検査(第43条第1項) 1,306 929 1,305 1,459 1,380 1,692 1,554 1,407

※１：助言・勧告に従わないときには命令を行う場合があり、これに従わない場合は告発の対象となる。
※２：関係者からの聞き取りの結果や提出された報告書、収集した資料などの内容に基づき、告発が適当であると考えられる場合は告発の対象となる。
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現場標識の掲示
Ⅱ）2.2.1

■解体工事業者は営業所及び解体工事の現場ごとに、公衆の見やすい場所に標識を
掲示しなければならない。

■掲示事項及び標識の様式は建設リサイクル法で定められている。掲示事項及び標識 様式 建設リサイク 法 定 れ る。

商号 名称又は氏名

解　体　工　事　業　者　登　録　票掲示事項

・商号、名称又は氏名

商号、名称又は氏名

法人である場合の
代表者の氏名

登録番号

35
cm

以
上（建設リサイクル法に基づく登録業者の場合）

・登録番号

・法人である場合にあっては、

登録年月日 年　　　　月　　　　日

技術管理者の氏名

法人である場合にあ ては、
その代表者の氏名

・登録年月日

40cm以上

（参考） ※建設業法の許可を有する業者は、建設業法の
規定により、許可票の掲示が必要である。

・技術管理者の氏名

技術者の氏名 専任の有無

資格名 資格者証交付番号

監理
主任

建　　設　　業　　の　　許　　可　　票

商号又は名称

代表者の氏名

許可年月日 年　　　月　　　日

一般建設業又は特定建設業の別

許可を受けた建設業

許可番号
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状況把握の強化について
Ⅱ）2.2.2

■建設リサイクル法第１０条に基づく届出（公共工事の場合は第１１条に基づく通知）済

◎届出・通知者への届出・通知済みシールの交付

■建設リサイクル法第１０条に基づく届出（公共工事の場合は第１１条に基づく通知）済
みであることを確認し、無届出施工を抑止するほか、発注者・受注者・周辺住民等の
意識向上等に寄与することを目的に、「届出（通知）済シール」を交付し、解体工事の
現場標識に貼付するよう指導している自治体がある。

■届出（通知）済シール様式（例：東京都）

現場標識に貼付するよう指導している自治体がある。

■都道府県等における届出・通知済み

実施状況 都道府県数

シールの実施状況（H18.7.10現在）

受 付 日 年　　　月　　　日

建 設 リ サ イ ク ル 法 届 出 ・ 通 知 済
実施済み ２３

受 付 番 号

行政庁名
一部で実施 ７

未実施 １７
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